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○教育は、新規に始めることより続けることの方がはるかに難しい

○学校同士や教育委員会同士、さらには変化する社会の動きとの繋がり
が弱いため、教育成果等が横展開や深化されにくい

○さらに、様々な優れた教育実践やデータ等が蓄積されていても、
使われることが少なく、効率性や生産性が低い

○教育は国家百年の計、教育の成果は短期間では測れない、教育に数字
は馴染まない、定量化することは序列化を招く

○教育のEBPMの重要性の認識（量的と質的エビデンス）

○教育のEBPMは施策選択の決定打になるのか？

教育改革の視点と課題
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教師の急速な世代交代が進行している。採用試験の倍率も低下して

いる。これまでの「とにかくたくさん授業を見ろ、背中から学べ、習

うより慣れろ…」だけでは教師が育たない。優れた教師の経験や勘、

そして匠の指導技術を、言語化・可視化・定量化するなどして、若手

教師に効率的・効果的に伝承していくべき。教職員研修も個別最適化

するべき。

今後は、教師の個人プレーにだけに頼らず「教室や授業を科学」し

ていくべきである。

教育改革の視点と課題
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○警察の犯罪捜査では、従来は捜査員の経験に基づく職人的な勘を
駆使して犯人を推定・浮上させ特定してきたが、近年は、より効
率的で合理的な捜査等を推進するため、捜査員の経験則や勘だけ
でなく、物理・化学・医学・生物学など科学的見地に基づく検証
や捜査手法が行われている

○医師（教師）が血液検査等（多面的な学びの過程や結果）を客観
的データの一つとして参考にし、専門的な診察（指導）が行える
仕組みづくりが必要

○とは言っても、教育におけるデータは、それが成果のある一部の
みを定量化しているに過ぎないので、専門家である教師は、あく
までも参考値として解釈し指導を行うことが大切

○教育の最前線は教室の授業である。教師の職務は専門性が高いか
らこそ、改善策は、日々の授業実践の中に、また、教師同士の密
な議論（ピアレビュー）の中に存在する

エビデンスベースの教育施策の推進～根底にある思い～
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特別支援教育の実践に係る共同研究
（(株) LITALICO）

ICTソフトを活用したR-PDCAモデル
（(株) ベネッセ）

学級風土の非認知能力への影響の研究
（筑波大学）

非認知能力と学力、SES等との関係
（慶應義塾大学等）

戸田市におけるEBPM (Evidence-based Policy Making) の推進
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PDCAサイクルの確立

戸田市におけるEBPMの考え方

① PDCAサイクルの確立

② 授業改善に係る知見の一般化・規準化

③ 教育改革の新たな視点の発見

３つの目的別アプローチ

目的…「経験と勘と気合い」(3K)による教育実践や施策立案から脱却し、
エビデンスに基づく効果的・効率的な教育改革を推進すること

(1)実態把握：調査結果等のデータを活用することで課題や実態を
把握・分析し、PDCAサイクルにつなげる（→①）

(2)理論的一般化：実際の教育実践の事例を研究することで、優れ
た指導法等に関する知見の積み上げ（→②）や教育改革への新
たな視点の発見（→③）につなげる

※横軸に研究の目的に関するアプローチ（実態把握と理論的一般化）、縦軸に手法に関するアプローチ
（質的研究と量的研究）をとり、現行の取組を配置

質的研究

量的研究
統計データの分析による相関関係
の発見等の統計的・実証的な研究

実践事例やアンケート、インタ
ビューの分析等の定性的な研究

全体方針
…量的研究と質的研
究の双方を重視し、
目的に合わせ相互補
完的に活用する

相互補完

※「量的研究」と「質的研究」は戸田市における造語で、実証研究と非実証研究にほぼ該当するイメージである。

教育委員会、学校、教師の３者それぞれについて、各種調査等に基づく
フィードバックを行い、取組の成果や現状の立ち位置を把握することに
よって、課題発見と取組の改善につなげるPCDAサイクルを構築する。

授業改善等のための重要なポイントを一般化・規準化する。（言い換え
れば、ベテラン教師の経験や優れた勘、匠の技（指導技術）などを可視
化・言語化・定理化する。）これによる規準を教員の日常的な授業改善の
参考にしたり、授業の自己・他者評価のツールとして活用したりすること
で、知見を見える化し、学校や世代を超えて積み上げる。

教育委員会レベル 各施策について成果指標を定め、市全体に関する
データをもとに、教育施策の改善に役立てる。

学校レベル 各種調査の学校ごとのデータを学校にフィードバッ
クし、学級経営や学校運営、学力向上策に役立てる。

教師レベル 埼玉県学力調査等によるクラス全体の伸びを教師に
フィードバックし、日々の授業改善に役立てる。

非認知能力の学力への影響、アクティブ・ラーニングの有用性、リー
ディング・スキルへの課題発見など、様々な共同研究の成果やそのプロセ
スにおいて発見された、今後の教育改革に対する新たな気づきをさらに掘
り下げて、新たな研究材料とする。

（取組例）
○リーディング・スキルの視点からの授業改善…国立情報学研究所等のリー

ディング・スキル・テストによる子供の読解力への課題発見を契機に、当該
テストの視点を取り入れた授業改善の手法を各学校での実践に基づき研究。

○特別支援の視点からの授業改善…企業と連携し、ユニバーサルデザインに基

づく学級経営とその成果検証を行うことによって今後の全体の授業改善に役
立てる。

（取組例）
○「指導用ルーブリック」…アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善のため、

６つの授業に対する延べ100人以上による評価表をベースに重点事項をまとめた指
導用ルーブリックを本市独自に作成。これを研究授業や校内研修において活用。

○グッドプラクティスの共有…県の学力調査のデータから、特に学力を伸ばしてい

る教師を複数選出し、授業での心がけ等について聞き取り、ポイントを整理・共有。

理解度、信頼度を定量化するなど、「教室を
科学する」ための様々なトライアル

非
認
知
能
力
デ
ー
タ
の

学
級
・
学
校
運
営
へ
の
活
用

（
Ｉ
Ｇ
Ｓ
・
Ｋ
Ｄ
Ｄ
Ｉ
）
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戸田市リーディング・スキル （基礎的な読む力）育成プラン
～すべての児童生徒が教科書を読めるようになるために～

リーディング・スキル：未知のテキストを読み、未知の概念と自分の知識とを理論的に結びつけながら理解していく力

・「正解を当てる力」を付けるだけの学校教育からの脱却
・「ＡＩでは代替することができない能力」の育成
・ＡＩには難しいと言われる「意味がわかって考える力」の育成

人工知能（ＡＩ）が様々な職業を代替していく時代に向かうために

授業改善

国立情報学研究所１ 戸田市教育委員会共同研究

Ｒ

○リーディング・スキル・テストの実施（市内全小６生及び全中学生・希望する学校の教員）

○リーディング・スキル・テスト結果の分析
●全国及び埼玉県学力・学習調査との相関について
●リーディング・スキルの高い児童生徒の学習状況等

○教員研修会の開催
●戸田市ＲＳ研究員による授業研究会
●戸田市立センター研究員ＲＳ部会における授業案づくり
（勤務時間後の自主的学習会）

●管理職や教員対象のＲＳ研修会の開催 5



埼玉県学力・学習状況調査（数学）

ＲＳＴ６観点の評定（合計） 6



7
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学習方略と

教員の指導の

相関関係の分析

教職員

質問紙

調査

県学力・

学習状況

調査

楽しく、わかり、のばす授業の充実のために

慶應義塾大学准教授

中室牧子先生

成果と課題
の把握

授業改善
補充学習

新たな教育計画の策定及び実施

一人一人の学力
の伸びを把握

どのような「指導方法が」
成果を上げたのか

エビデンスに基づく教育施策の推進
埼玉県学力・学習状況調査（IRT）等と教員質問紙調査等の
分析結果の活用（慶應大学との連携）
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9

慶應義塾大学 中室牧子研究室との共同研究 戸田市版AL指導用ルーブリッ
クの項目に沿って再設計する。

教員質問紙調査
教員の指導方法と学力の伸びとの相関
関係をダイレクトに分析・活用できる。
（Googleフォームにて実施）

エビデンスベースによる教育施策の推進～調査分析結果～
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11

民間企業によるデータ活用研修会

全国学力・学習状況調査データの活用

国語、算数・数学担当 教員研修会

（株）ベネッセコーポレーション
CRET研究員など

Ｓ－Ｐ表の
理解と活用

数や並びの
意味理解
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◆IGS株式会社等との共同研究

結果例①：
教科別の成績と非認知能力（気質やコンピテンシー）に関係性はあるのか？
関係がある場合、教科毎に異なるのか？

学力とコンピテンシーの間に
一定の関係性が確認された。

結果例②：
コンピテンシー向上のためには、どのような教育手法（またはイベント）が
効果的か？

コンピテンシーの向上に
有効と思われる手法が

わかった。
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「新しい学びの様式」実現のために

指導・教材 学習 学習成果

◎学びに向かう姿勢は？
◎学びへの取り組み方は？
◎周囲とのかかわり方は？

学力テストの結果だけではなく…
◎何が身についているか？
◎どのような見方・考え方ができるか？

・学習の質を高める取組の検証が可能になり、根拠をもって
効果的な取組の展開ができる。

・児童生徒を見取るための客観的な参考数値が得られる。
13



○（株）
・教員研修、学校訪問における通級指導担当教員への指導
・保育所等訪問支援の導入

●ユニバーサルデザインに基づく学級経営、授業実践の共同研究
●教師によるペアレントトレーニングの学校導入の共同研究

●学校版「個別の指導計画」作成システム導入の共同研究
●スクールワイドＰＢＳ導入の共同研究

○獨協医科大学
・発達障害専門医による医療相談

○筑波大学
・通常の学級における特別支援教育の視点についての研究協力

○東京大学、東京学芸大学
・難聴言語通級指導教室入級指導委員診断委員への指導

○国立特別支援教育総合研究所
・多層指導モデルMIMの導入

特別支援教育における産官学連携

課題：科学的・専門的な知見に基づいた特別支援教育の推進

3Kから脱して、科学的・専門的な知見を導入する
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家庭

障害児通所支援事業所 学校

戸田市役所
福祉部

戸田市
教育委員会

戸田市教育委員会 R2文科省委託事業 学校と福祉機関の連携支援事業

家庭と教育と福祉の連携「トライアングル」プロジェクト

①学校・障害児通所支援事業所・家庭との連携体制の分析
・福祉部局、教育委員会、小学校、事業所を委員とする会議を実施 ・実態把握のためのアンケートの実施

②学校・障害児通所支援事業所との連携手法の開発
・保護者向けプログラム（ペアレントトレーニング）の推進 ・支援計画の活用 ・教員研修の実施

③普及可能なマニュアルの作成
・福祉部局、教育委員会向けの連携マニュアルを作成 ・保護者向けのハンドブックの作成

• 必要となる相談窓口が分散しており、どこに相談
して良いかわかりづらい

• 家庭での教育も重要であり、そのための必要な情
報の提供や、保護者同士の交流の場を設ける等の
必要がある

課題②保護者への支援

→必要な情報をわかりやすく提示すること、
保護者向けの支援を行うことが必要

課題①教育と福祉の連携

• 学校は教育委員会、障害児通所支援事業所は福祉
部の管轄であり、情報共有が難しい

• 教育委員会や学校が福祉制度の理解が十分でな
かったり、福祉部や障害児通所支援事業所が学校
の制度や校内の体制の理解が十分でなかったりす
ることがあるため、双方の連携が難しい

→教育と福祉の連携を進めるための「場」
の設定が必要

一層の連携を図るため
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教育経済学

数理統計

データ・サイエンス

学校

学校

学校

県教委

「教育政策シンクタンク」構想

体 制

設置趣旨

戸田市の教育行政におけるEBPM（Evidence-based Policy Making）の推進の核とするため、これを専門的に担う人材から成る

「教育政策シンクタンク」を立ち上げ、より効果的・効率的な教育政策の企画立案を行うとともに、市民への説明責任を果たす。

主導性

機動性

実効性

教育政策全体のEBPMに関する構想の企画と実行を主導することができる。また、個々の研究者等
との共同研究においても、本市にとってより効果的な形での連携を行うことができる。

教育委員会
内部における
基本的な
調査分析機能

外部研究者等との共同研究は一大プロジェクトとして行われることが多いが、自前の調査研究では、
小さな規模のものも含め、より日常的に、機動的に行うことができる。

本市における教育課題や個々の教育施策に直接結びつけた形での調査分析を行えるため、分析結果
によるエビデンスをより実効的に教育施策に活かすことができる。

EBPM

推進担当

チーム

（教育行政プロ
採用職員 等）

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
リ
ー
ボ
ー
ド

教
育
政
策
シ
ン
ク
タ
ン
ク

各施策

設置意義

☞ 体制の３つのポイント

○教育委員会内部のEBPM推進担当チーム
EBPMは担当チームが専属的に行うものではなく、教育委

員会が所管するすべての学校教育施策の基本的な考え方とし
て浸透し、教育委員会及び学校の職員全員によって実行され
るものであり、EBPM担当チームがその推進役及びとりまと
め役としての立場を担う。EBPM担当チームは、事務職（教
育枠）を含める教育改革の政策担当の職員が兼務する。

○外部アドバイザーとの連携
産官学からEBPMの政策立案に優れた外部有識者を委嘱し、

日常的なアドバイザーとして教育政策シンクタンクのメン
バーとなっていただく。また、必要に応じて外部有識者によ
るアドバイザリーボードを設置する。

○産官学の外部機関等との連携
専門性の高い研究や規模の大きな研究等については、外部

の知のリソースを積極的に活用し、産官学の外部機関との連
携を行う。その際には、調査分析のデザインの調整について
主体性を持って調整する。

戸田市
教育委員会

文科省

国 研

取組例

・教育活動の多様な成果を多角的に分析するとともに、数値化できるデータ・調査結果のみならず、数値化が難しいものも含め、
現場感覚をもって的確に状況を把握する。

・データの標準化や一元化（ワンソース・ワンマスタ）と二次利用促進（オープンデータ化）

・データの集約・提供体制等に関する改革の推進

etc.

大学・

研究機関
企業・

ＮＰＯ

教育工学

教育委員会
ロイヤー

個人情報保護

医療工学

社会学
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子供

教師

ハ
ー
ド

ソ
フ
ト

埼玉県学調の教師の
パフォーマンス分析
●優れた指導法の発見
●SESや他調査等との相関

Class Lab Project

・「匠の技」可視化
・子供の発話量の可視化
・「集中力」可視化
・「睡眠力」と学び
（医療分野との連携）

データポータビリティ
・教育ビッグデータの標準化
・学びのお薬手帳（PLD）
・教育のOpen Data 学びの個別化

・授業のつまずき解析
●AIドリル習熟度別学習

ハイテク機器の実証
●超高速プリンタ
●校務支援システムによる効
率化・共有化
●デジタル教科書など

School Lab Project

企業等の専門家による教

職員などの業務のセンシ

ングと分析

遠隔授業やオンライン学習・研修
●香港日本人学校
●福島県西会津町
●教育フェスティバル

ICTを活用した学習支援
●多様なニーズへの支援
・BYODの活用

コンテンツを活用した
ALの推進
●協働学習支援ツール

Society5.0時代に向けて「教室を科学する」
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現在の取組から思う諸課題

教育委員会、学校、教師それぞれが様
々なデータを正しく読み取れること、
またその結果を主体的に教育活動に生
かしていこうという意識をより浸透さ
せることが必要。現場から得られる気
づきをEBPMに反映したい。専門家の
支援も必要。

学力や学習に関するデータ以外の行政デ
ータ（家庭環境、健康・体力データ等）
のさらなる活用を進めたい。行政データ
は悉皆、経年のデータであり、再生性が
大きい。一方で、部署間のデータ移動、
電子化が進まないデータ等、運用上の障
害も多い。

EBPMに関連してデータの扱いを考え
るうえでは、個人情報の扱いは大きな
課題である。現在は市の条例に則って
対応しているが、取組のスピード感や
柔軟性の面で制限となる場面が多い。

本来、学びの履歴は子供たちのもの。本
人（保護者）の判断で、塾等で再利用で
きる「学びのお薬手帳」としてデータを
活用できる環境作りを進めたい。また、
自治体間や産官学との連携を促進し、そ
の教育効果を高めるために、教育のオー
プンデータの整備を少しずつでも進める
必要がある。
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今後に向けた期待など

「学習等によって生じる教育データの活
用の仕方」だけではなく、何のために教
育データを使うのか、その「目的」を本
有識者会議での共通理解を通じて、多く
の教育関係者と共有する必要がある。

ICTの活用により学習データの取得が容
易になり、評価指標が増えることも想定
されるなか、評価の在り方がどのように
変化していくか検証が必要。データの背
景にどういう認知過程があるのか、評価
者の共通認識を作っていく必要がある。
それにより学びの見方が変わり、学習の
本質に立ち戻った科学的根拠に基づく授
業デザインが見えてくる可能性がある。

過去のものであるデータを、現在や未
来に生かすために「解釈」し策を講じ
ることができる、「データと現場のつ
なぎ役」が教育委員会に必要。

先進事例の共有だけでなく、全国各地で
「自治体や学校」と「大学や企業」が連
携し、互いの教育意志や納得感を共有し
ながら研究に取り組めるような組織や事
業づくりが必要。
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教育的な営みの成立度合いなどを観察分
析するには、質的なエビデンスやスモー
ルデータも重要である。



戸田市教委における当面の展望

〇教師の「匠の技」の可視化（机間指導のトレース、

子供や教師の発話量、子供の視線の惹きつけ度等）

〇他市町と連携した共通枠組のデータベース構築

〇大学院生の受入による共同研究（東大、慶大など）

・顔認証システムによる学習集中度の測定

・体力測定データ分析によるトレーニング方法の推奨

・ウェアラブル端末による取得データ（睡眠データ等）

と学力等との関係分析 など

21



匠の技、子供の学び（活動情報）の可視化、データ化

○優れた教師の経験や勘、匠の指導（指導活動）や、子供の学び（学習活
動）の言語化・可視化・定量化が必要

○これにより、匠の技の他の教師への効率的・効果的な伝承や、教師による
自らの指導の振り返り、授業力の向上、個に応じた学びの実現につなげる
ことができる

グループ学習中の子供たちの議論や
教師の発問・声がけを録音・分析

ステップ１
ICTによって、即時に子供たちの
状況を分類・集約
Aグループは発言量が少ない。
議論が停滞している？
Bグループの議論で、○○という
キーワードが出てきた
Cグループは、・・・

ステップ２

（１）教師による各グループへの声がけ
Aグループに「○○という考え方と△△という考え方
があるけど、どちらが納得できるか 議論してごらん」
Bグループにさらに思考を深めるための声がけ

（２）教師の事後の振り返り
求めていたキーワードが出てこなかった。課題設定に
問題があったかもしれないから、次時は○○からスター
トしたほうがよい？

（３）教師の声がけの分析
○○という声がけにより、グループの会話の発話量
が増えた／△△というキーワードが出てきた

ステップ３

データの活用イメージ
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教室を科学する

戸田市クラウドファンディング（ふるさと納税）

教室を科学することを通じて、優れた教師の技の可視化、若手教師
への効率的・効果的な伝承、それによる学びの質の向上を目指します。

■エビデンスに基づいた授業改善サイクルの確立

テクノロジーを活用し、優れた

教師の技を記録・分析し、若手

教師等の力量形成を支援。

スタディ・ログなどのデータ化と

分析を通じた、よりよい授業に関

する研究、実践。

プロジェクトの内容

プロジェクトの成果

戸田市教育委員会では、全国の自治体からの視察やヒアリングを受け入れています。本プロジェクトを

通じて得られた成果は、このような場を通じて全国に発信、還元していきます。また、大学との共同研

究や実習生の受け入れ等を通じて、教育に関する研究の推進にも貢献していきます。

スケジュール

R2.12～R3.2

※ふるさと納税を活用

※目標金額：

500万円程度？

活動記録に関するデータ標準の作成等
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